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　本誌を読み，学習することは「土木学会」，「建設コンサルタンツ
協会」のCPD教育制度の「自己学習」に該当します。単位の取得に
つきましては，申請する各団体により異なりますのでご確認下さい。
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特集 広がる労働安全衛生

1.　はじめに

多様な人材が安全に，かつ安心して働き続けら
れる職場環境の整備を推進するため，個人事業者
等に対する安全衛生対策の推進，職場のメンタル
ヘルス対策の推進，化学物質による健康障害防止
対策等の推進，機械等による労働災害の防止の促
進，高年齢労働者の労働災害防止の推進等の措置
を講じることを目的とする「労働安全衛生法及び
作業環境測定法の一部を改正する法律」（令和 7
年法律第 33 号）が，令和 7年 5 月に成立・公布
され，令和 8年 4月 1日を中心に段階的に施行さ
れています。
本稿では，改正に至る経緯や改正法の内容につ

いて説明します。

2.　経緯と背景

我が国の労働災害による死亡者数は長期的には
減少傾向にあり，令和 5年には 755 人と過去最少
となったものの，いまだ多くの人命が失われてい
る状況にあります。また，近年，休業 4日以上の
死傷者数は増加傾向にあり，令和 5年には 13 万
5,371 人と 3 年連続で増加しました（令和 5年労

働災害発生状況）。加えて，近年の労働安全衛生
を巡る動きとして，
・�建設アスベスト訴訟の最高裁判決（令和 3年 5
月）を踏まえて，労働者のみならず，労働者と
同じ場所で就業する個人事業者等による災害の
防止を図るため，個人事業者等の安全衛生対策
について，対応が必要であること
・�精神障害の労災支給決定件数が令和 5年度には
883 件（令和 5 年度過労死等の労災補償状況）
と過去最多になり，メンタルヘルス不調により
連続 1カ月以上休業または退職した労働者がい
る事業場の割合は，近年上昇傾向にあり，1割
を超えて推移している（令和 5年労働安全衛生
調査（実態調査））など，働く人のメンタルヘ
ルス対策への対応が必要となっていること
・�化学物質管理について，令和 4年以降の累次の
政省令改正により，危険性・有害性が確認され
た全ての物質を対象とした自律的管理制度に順
次移行しており，今後，その対象物質が令和 8
年度までに大幅に拡大していく中で，円滑な施
行に向けた対応が必要となっていること
・�高齢化の進展に伴い，労働者全体に占める 60
歳以上の割合は 18.7％（令和 5年労働力調査）
となっている中で，労働災害による休業 4日以
上の死傷者に占める 60 歳以上の割合は 29.3％
（令和 5年労働災害発生状況）に達しており，
高年齢労働者に対する労働災害防止対策につい
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